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参　加　申　込　書
　北九州市総務市民局地域振興課の行う清涼飲料水等自動販売機設置事業者募集に、募集要項の各条項を承知の上、参加を申し込みます。なお、裏面記載の応募資格要件を満たすことを誓約します。

　また、資格確認のため必要な官公庁への照会を行うことについて、承諾します。
落札後は北九州市総務市民局地域・人づくり部地域振興課と賃貸借契約を締結します。

　なお落札した場合は、ホームページに設置予定事業者名及び決定金額を掲載することに同意します。

１．対象物件

物件番号（所在地）設置場所

（１）（小倉北区宇佐町一丁目８番１５号）足立市民センター市民ホール内

（２）（小倉北区熊本一丁目１２番１号）三郎丸市民センター玄関前右側

（３）（小倉北区井堀二丁目７番４号）中井市民センター玄関前右側

（４）（小倉北区新高田一丁目１０番３号）南小倉市民センター玄関前右側

（５）（小倉南区朽網西三丁目６番３９号）朽網市民センター玄関前右側

（６）（小倉南区徳力六丁目３番２号）広徳市民センター風除室内

（７）（小倉南区大字志井２７９番地）志井市民センター風除室横（屋外）

（８）（小倉南区田原三丁目１６番３１号）田原市民センターボランティアコーナー内

（９）（小倉南区南方二丁目５番３７号）徳力市民センター玄関風除室右側（屋外）

（１０）（小倉南区長行西一丁目１番１号）長尾市民センター多目的ホール外壁

（１１）（小倉南区西貫一丁目１１番１号）貫市民センター玄関風除室左側

（１２）（小倉南区大字木下７０４番地の１）東谷市民センター玄関側外壁

（１３）（小倉南区守恒二丁目８番３６号）守恒市民センター玄関側外壁

（１４）（小倉南区若園四丁目１番５０号）若園市民センター駐車場内
２．添付書類

　①法人の場合は登記事項証明書の写し及び（別紙）役員名簿（国、他の地方公共団体その他公共団体又は有資格業者名簿に掲載されている市の指名業者である場合は、省略できる。）、個人の場合は住民票記載事項証明書の写し（発行後３ヵ月以内のもの）

　②国税及び北九州市税の未納の税額がないことの証明書の写し

　　国税は納税証明書（その３）に限る。
　③事業概要

　④許認可等の免許証の写し（該当についてのみ）

　⑤質問書（質問がある場合）
（応募資格要件）

１　入札に係る契約を締結する能力を有しない者並びに破産者で復権を得ない者でないこと。
２　法人の場合は、北九州市内に本店又は支店・営業所があること。
３　清涼飲料水等自動販売機の設置業務（自らが管理・運営するものに限る）について、３

年以上の実績を有している者であること。
４　法令等の規定により販売について許認可等を要する場合は、許認可等の免許を有していること（該当についてのみ）。

５　国税及び北九州市税の未納がないこと。
６　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下、「暴対法」という。）

第2条第2号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員（暴対法第2条第6号に規定する

暴力団員をいう。）又はこれらのものと密接な関係を有する者でないこと。

７　公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体または公共の安全及び福祉を脅かすおそ

　れのある団体に属するものでないこと。

８　北九州市が実施した自動販売機設置事業者の募集において、事業者決定後に使用許可後　　

　若しくは賃貸借契約後、正当な理由なく辞退し、又は使用許可を取り消され若しくは賃貸　借契約を解除され又は虚偽の申告を行ってから２年を経過しない者でないこと。

